
令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年06月14日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 73 消防団管理運営事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 地域で支え合い、災害に強いまちをつくろう

の位置
基本事業 消防

主管課名 防災安全課 課長名 岡田　光将
この事務事業の開始時期 昭和２３(1948)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 消防組織法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

消防団の運営管理に必要な費用 消防組織法に基づき、昭和23(1948)年から消防団を組
・人件費（年額報酬、退職報償金、公務災害負担金） 織し、市内の防火・防災体制を作った。常備消防の充
・災害時出動・訓練報酬 実のため、消防団の活動は火消しではなく後方支援と
・分団及び女性消防団運営費交付金 なった。しかし、災害対応については、戦力であり、
・条例定数413名 今後も消防団の充実を図る必要がある。
ＳＤＧｓの取り組み：1、11 平成23(2011)年度に学生による機能別分団を設置。

 

消防団活動に必要な被服の貸与、団員報酬や出動

令

・訓練手当の支払い、

和

各種研修等
R5年度に

 

実施した具体的な を実

6

施した。
事業の方法、

年

手順、指標に対す 団員

度

が行う防火教室、団員

（

加入促進事業を実施し

5

た。
る成果等

事務事業

年

を取り巻く状況は過去

度

と比べ変化しているか

実

(1)活動指標（事務

施

事業の活動量を表す指

分

標）

対象に変化がない

）

ため、継続して実施 名

事

称 単位
① 消防団分団数

務

団
変 化

②
内 容

対象

事

(この事業の対象、範

業

囲となる人、物) (2

目

)対象指標（対象の大

的

きさを表す指標）

消防

評

団員 名称 単位
① 実団員

価

数 人
②

目的(この事業

表

によって上記対象をど

様

のような状態にしたい

式

のか) (3)成果指標

1

（目的の達成度を示す

-

指標）

防火活動、防災

1

活動、水防活動が速や

記

かにできる 名称 単位
①

入

訓練参加延べ人数 人
②

日

結果(上位基本事業の

令

意図) (4)結果の成

和

果指標（上位基本事業

0

の成果指標）

市民の生

6

命と財産を守る 名称 単

年

位
① 実団員数 人
② 火災

0

発生件数 件

事務事業の

6

各種指標の実績と見込

月

及び目標

R4年度 R5

1

年度 R5年度 R6年度

4

R7年度 R8年度 R9

日

年度
指標 ＼ 年度 単

１

位
実績値 計画値 実績値

事

計画値 目標値 目標値 目

務

標値
(1)の ① 団 15

事

15 15 15 15 15

業

15
活動指標 ②
(2)

の

の ① 人 310 330 3

現

06 306 306 30

状

6 306
対象指標 ②
(

　

3)の ① 人 7,298

Ｐ

7,500 8,183

Ｌ

8,000 8,000

Ａ

8,000 8,000

Ｎ

成果指標 ②
(4)の結

及

果の ① 人 310 330

び

306 306 306 3

Ｄ

06 306
成果指標 ②

Ｏ

件 18 25 21 20 2

事

0 20 20
予算費目 会

務

計 01 一般会計 款 0

事

9 項 01 目 01

コスト

業

年度 R4年度 R5年度

名

R5年度 R6年度 R7

N

年度 R8年度 R9年度

o

実績値 計画値 実績値 計

.

画値 目標値 目標値 目標

7

値
事業費(決算又は予

3

算額)Ａ 単位 60,2

消

88 81,662 64

防

,736 84,467

団

80,171 80,1

管

42 80,171

財
源

理

内
訳

 国庫支出金 千円

運

0 0 0 0 0 0 0
 県支

営

出金 千円 104 82 0

事

333 333 333 3

業

33
 地方債 千円 0 0

政

0 0 0 0 0
 その他 千

策

円 13,079 23,

こ

457 16,035 2

の

0,550 20,78

事

9 20,550 20,

務

789
 一般財源 千円

事

47,105 58,1

業

23 48,701 63

施

,584 59,049

策

59,259 59,0

の

49
人件費Ｂ 千円 4,

位

048 4,976.1

置

4,854.1 5,2

基

97.6 5,297.

本

6 5,297.6 5,

事

297.6
正職員従事

業

時間×人数 時間×人 2

主

30× 5 197× 7 1

管

97× 7 215× 7 2

課

15× 7 215× 7 2

名

15× 7
正職員以外の

課

人件費 千円 0 122 0

長

0 0 0 0
その他の費用

名

Ｃ 千円 404 40 1,

こ

227 1,227 1,

の

227 1,227 1,

事

227
トータルコスト

務

A+B+C 千円 64,

事

740 86,678.

業

1 70,817.1 9

の

0,991.6 86,

開

695.6 86,66

始

6.6 86,695.

時

6
単位あたりコスト ①

期

千円/人 208.8 2

事

62.7 231.4 2

務

97.4 283.3 2

区

83.2 283.3
（

分

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

法

)の対象指標）② 千円

定

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

化 □ ある
に伴い、目的

業

を見直す（目
その理由

名

的の追加・拡充又は絞

N

込）

必要はありません

o

か？ ■ ない

有
効
性

多種

.

多様な災害に対応する

7

ため消防署と連携し、

3

対応できる訓練を実施

消

する。
今以上に事業の

防

成果を向上

させる方法

団

を記入して下さ

い。 内

管

　容
※(3)の成果指

理

標を向上させる

　こと

運

はできますか？

達成し

営

ている。
目的達成状況

事

内　容

□民間への一部

業

委託 □民間への全部委

２

託
市関与の必要性 □指

評

定管理 □補助金・負担

価

金助成 ■市の直営
内　

　

容
　（実施手法） 消防

Ｃ

団は市の組織である。

Ｈ

効
率
性

団員の減少に繋

Ｅ

がる可能性があるため

Ｃ

、統廃合は行わない。

Ｋ

事務事業の統廃合によ

目

り、

事業の効率化を図

的

り、成果
内　容

を向上

妥

させる方法を記入し

て

当

下さい。

団員の報酬を

性

近隣、全国と比較して

こ

少なくすることはでき

の

ない為、人件費は削
現

事

状より事業費・人件費

業

を
減できない。

削減す

の

る方法を記入して下

さ

必

い。（仕様の変更、外

要

部 内　容
委託、従事時

性

間の削減等は

できない

は

か？)

公
平
性

直接的な

薄

受益者はなし
□ ある □

れ

現状で適正
受益者負担

て

はありますか？

また、

得

受益者負担割合は適 □

ら

ない □ 検討が必要 内　

れ

容
正ですか？

■ 受益者

て

がいない

３
改
革
改
善
案

い

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

消防団

る

員数が減少している。

い

団員数の減少に歯止め

ま

をかける。ま
事業実施

せ

上の課題、住 た将来的

ん

なことを考えた加入促

か

進啓
民・議会等からの

。

意見 意　見 対応策 発を

十

する。
と対応策

消防団

分

運営に係る事業を実施

な

した。 継続して実施す

成

るため、前年度と同
R

果

6年度の事業計画は前

が

変　更
火災以外の災害

理

に対する訓練を行っ 様

　

・同規模で運営、訓練

由

を実施。
年度から変更

得

・追加は 前年度 ・
た。

ら

あるか 追　加

今後の事

れ

業・コスト・成果の方

て

向性 今後の事業の方向

い

性、改革・改善案
※今

ま

年度からの具体的な事

す

業の進め方、手段の見

か

直し等、各方向性の内

？

容

　　　　　　　　　

得

□　拡大 消防団の装備

ら

の基準が改正され、安

れ

全確保対策、救助
　　

て

　　　　　　　□　改

い

善 用器具、情報通信機

な

器等の整備について一

い

層の充実を
　　　　　

事

　　　　■　現状維持

業

図る必要がある。
　　

進

　　　　　　　□　縮

展

小 また、装備の充実に

等

合わせ、火災以外の災

に

害に備えた
　　　　　

よ

　　　　□　統合 訓練

る

を行っていく必要があ

環

る。
　　　　　　　　

境

　□　完了
　　　　　

変

　　　　□　廃止・休

化

止
コストの方向性
　　

あ

　　　　　　　→　維

る

持
成果の方向性
　　　

に

　　　　　　↑　増加

伴

2

い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 73 消防団管理運営事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市の安全安心のために必要な事業で、市民の安全安心のため
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

に寄与している。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

環境の変化によって対象を見直す必要はない。
事業進展等による環境変

様

化
□ ある

に伴い、対象

式

を見直す（拡
その理由

1

大・縮小）必要はあり

-

ませ
■ ない

んか？

環境

2

の変化によって目的を

事

見直す必要はない。
事

務

業進展等による環境変



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年12月25日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 74 消防団装備等整備・管理事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 地域で支え合い、災害に強いまちをつくろう

の位置
基本事業 消防

主管課名 防災安全課 課長名 岡田　光将
この事務事業の開始時期 昭和２３(1948)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 消防組織法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・消防資機材の整備（被服含む） 昭和23(1948)年の消防組織法施行により非常備消防で
・消防車両、維持管理 ある消防団が各地で組織された。
ＳＤＧｓの取り組み：11 常備消防のみでは消防防火活動に限界があり、消防力

の強化を図るためにも地域の消防団は欠かせない存在
となっており、消火活動を行うための消防車両の整備
が必要である。

消防車両の燃料費や点検・修理代等、車両、ポンプの維持管理にかかる費用を支払
R5年度に実施した具体的な った。
事業の方法、手順、指標に対す 西一色分団、東山分団の消防団車を更新した。
る

令

成果等  

事務事業を取

和

り巻く状況は過去と比

 

べ変化しているか (1

6

)活動指標（事務事業

年

の活動量を表す指標）

度

大きく変化していない

（

名称 単位
① 消防団車両

5

数 台
変 化

②
内 容

対

年

象(この事業の対象、

度

範囲となる人、物) (

実

2)対象指標（対象の

施

大きさを表す指標）

消

分

防団車両（ポンプ含む

）

） 名称 単位
消防団被服

事

、消防団詰所 ① 車両点

務

検回数 回
消防水利 ② ポ

事

ンプの点検回数 回

目的

業

(この事業によって上

目

記対象をどのような状

的

態にしたいのか) (3

評

)成果指標（目的の達

価

成度を示す指標）

車両

表

、ポンプの管理、運行

様

名称 単位
① 車両の修理

式

回数 回
② ポンプの修理

1

回数 回

結果(上位基本

-

事業の意図) (4)結

1

果の成果指標（上位基

記

本事業の成果指標）

生

入

命と財産を守る 名称 単

日

位
① 実団員数 人
② 火災

令

発生件数 件

事務事業の

和

各種指標の実績と見込

0

及び目標

R4年度 R5

6

年度 R5年度 R6年度

年

R7年度 R8年度 R9

1

年度
指標 ＼ 年度 単

2

位
実績値 計画値 実績値

月

計画値 目標値 目標値 目

2

標値
(1)の ① 台 15

5

15 15 15 15 15

日

15
活動指標 ②
(2)

１

の ① 回 26 28 28 2

事

9 30 29 30
対象指

務

標 ② 回 28 27 28 2

事

8 28 28 28
(3)

業

の ① 回 0 2 4 2 2 2 2

の

成果指標 ② 回 2 2 0 0

現

0 0 0
(4)の結果の

状

① 人 310 330 30

　

6 306 306 306

Ｐ

306
成果指標 ② 件 1

Ｌ

8 25 21 20 20 2

Ａ

0 20
予算費目 会計 0

Ｎ

1 一般会計 款 09 項

及

01 目 01

コスト 年度

び

R4年度 R5年度 R5

Ｄ

年度 R6年度 R7年度

Ｏ

R8年度 R9年度
実績

事

値 計画値 実績値 計画値

務

目標値 目標値 目標値
事

事

業費(決算又は予算額

業

)Ａ 単位 21,757

名

31,147 28,0

N

42 22,420 6,

o

236 6,019 11

.

,253

財
源
内
訳

 国

7

庫支出金 千円 0 0 0 0

4

0 0 0
 県支出金 千円

消

2,576 1,798

防

3,308 899 0 0

団

0
 地方債 千円 0 0 0

装

0 0 0 0
 その他 千円

備

787 2,001 3,

等

743 2,001 2,

整

000 2,000 2,

備

000
 一般財源 千円

・

18,394 27,3

管

48 20,991 19

理

,520 4,236 4

事

,019 9,253
人

業

件費Ｂ 千円 2,464

政

4,029.2 4,0

策

42.2 4,464.

こ

6 4,464.6 4,

の

464.6 4,464

事

.6
正職員従事時間×

務

人数 時間×人 140×

事

5 185× 6 185×

業

6 205× 6 205×

施

6 205× 6 205×

策

6
正職員以外の人件費

の

千円 0 122 135 1

位

35 135 135 13

置

5
その他の費用Ｃ 千円

基

404 242 499 4

本

99 499 499 49

事

9
トータルコストA+

業

B+C 千円 24,62

主

5 35,418.2 3

管

2,583.2 27,

課

383.6 11,19

名

9.6 10,982.

課

6 16,216.6
単

長

位あたりコスト ① 千円

名

/回 947.1 1,2

こ

64.9 1,163.

の

7 944.3 373.

事

3 378.7 540.

務

6
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

事

(2)の対象指標）②

業

千円/回 879.5 1

の

,311.8 1,16

開

3.7 978 400 3

始

92.2 579.2

1

時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

見直さない。
事業進展

業

等による環境変化 □ あ

名

る
に伴い、目的を見直

N

す（目
その理由

的の追

o

加・拡充又は絞込）

必

.

要はありませんか？ ■

7

ない

有
効
性

業者だけで

4

はなく、団員自らも点

消

検を行う。
今以上に事

防

業の成果を向上

させる

団

方法を記入して下さ

い

装

。 内　容
※(3)の成

備

果指標を向上させる

　

等

ことはできますか？

達

整

成している。
目的達成

備

状況 内　容

□民間への

・

一部委託 □民間への全

管

部委託
市関与の必要性

理

□指定管理 □補助金・

事

負担金助成 ■市の直営

業

内　容
　（実施手法）

２

消防団は市の組織であ

評

る。

効
率
性

統廃合でき

価

る事業がない。
事務事

　

業の統廃合により、

事

Ｃ

業の効率化を図り、成

Ｈ

果
内　容

を向上させる

Ｅ

方法を記入し

て下さい

Ｃ

。

事業費を削減すると

Ｋ

消防力を低下させるお

目

それがある。
現状より

的

事業費・人件費を
 

削

妥

減する方法を記入して

当

下

さい。（仕様の変更

性

、外部 内　容
委託、従

こ

事時間の削減等は

でき

の

ないか？)

公
平
性

直接

事

的な受益者はなし。
□

業

ある □ 現状で適正
受益

の

者負担はありますか？

必

また、受益者負担割合

要

は適 □ ない □ 検討が必

性

要 内　容
正ですか？

■

は

受益者がいない

３
改
革

薄

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

れ

ポンプの故障が多い。

て

保守点検を行い故障時

得

には即座に対
事業実施

ら

上の課題、住 応する。

れ

民・議会等からの意見

て

意　見 対応策
と対応策

い

消防車両の維持管理等

る

を実施。西一 三好下分

い

団の車両を更新する。

ま

R6年度の事業計画は

せ

前 変　更
色分団と東山

ん

分団の車両を更新した

か

 
年度から変更・追加

。

は 前年度 ・
。

あるか 追

十

　加

今後の事業・コス

分

ト・成果の方向性 今後

な

の事業の方向性、改革

成

・改善案
※今年度から

果

の具体的な事業の進め

が

方、手段の見直し等、

理

各方向性の内容

　　　

　

　　　　　　□　拡大

由

車両については可搬小

得

型消防用ポンプを積載

ら

した積載
　　　　　　

れ

　　　□　改善 車とし

て

、配備する。
　　　　

い

　　　　　■　現状維

ま

持 車両は１７年で更新

す

する。
　　　　　　　

か

　　□　縮小  
　　　

？

　　　　　　□　統合

得

　　　　　　　　　□

ら

　完了
　　　　　　　

れ

　　□　廃止・休止
コ

て

ストの方向性
　　　　

い

　　　　　↓　減少
成

な

果の方向性
　　　　　

い

　　　　→　維持

2

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 74 消防団装備等整備・管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

消防団員にとって車両やポンプをはじめ、各種装備の整備は
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

基本であるため、この事業は必要である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

環境の変化でこの事業の対象

様

は見直さない。
事業進

式

展等による環境変化
□

1

ある
に伴い、対象を見

-

直す（拡
その理由

大・

2

縮小）必要はありませ

事

■ ない
んか？

環境の変

務

化でこの事業の目的は



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年11月12日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 78 消防施設整備・維持事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 地域で支え合い、災害に強いまちをつくろう

の位置
基本事業 消防

主管課名 防災安全課 課長名 岡田　光将
この事務事業の開始時期 昭和２３(1948)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 消防法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市内に設置している消火栓や街頭消火器、防火水槽の 消火栓や街頭消火器は初期消火に有効で、火災の拡大
維持管理と市内３中学校（三好・北・南）に設置して を防ぐためにも必要であり、機能を維持するためにも
ある飲料水兼用型耐震性貯水槽の保守点検等を行う。 消火器薬剤の詰め替えや消火栓用ホースの更新が必要
緊急遮断弁の分解整備は保守点検の結果を踏まえて5 である。
～7年ごとに行う。 また、地震による断水時に市民に安全な飲料水を供給
ＳＤＧｓの取り組み：11 するため、飲料水兼用型耐震性貯水槽の維持管理が必

要である。

消防水利、街頭消

令

火器、飲料水兼用耐震

和

性貯水槽の維持管理を

 

実施した。
R5年度に

6

実施した具体的な 行政

年

区からの要望に応じ、

度

防火水槽の撤去を行っ

（

た。
事業の方法、手順

5

、指標に対す
る成果等

年

事務事業を取り巻く状

度

況は過去と比べ変化し

実

ているか (1)活動指

施

標（事務事業の活動量

分

を表す指標）

対象に変

）

化がないため、継続し

事

て実施 名称 単位
① 消火

務

栓設置数 箇所
変 化

②

事

街頭消火器設置数 箇所

業

内 容

対象(この事業

目

の対象、範囲となる人

的

、物) (2)対象指標

評

（対象の大きさを表す

価

指標）

消防水利 名称 単

表

位
消防団詰所 ① 人口 人

様

 ②
目的(この事業に

式

よって上記対象をどの

1

ような状態にしたいの

-

か) (3)成果指標（

1

目的の達成度を示す指

記

標）

消火活動を迅速に

入

でき、市民の生命を守

日

る 名称 単位
① 消防水利

令

設置数（40ミリ含む

和

） 箇所
②

結果(上位基

0

本事業の意図) (4)

6

結果の成果指標（上位

年

基本事業の成果指標）

1

市民の生命と財産を守

1

る 名称 単位
① 火災発生

月

件数 件
②

事務事業の各

1

種指標の実績と見込及

2

び目標

R4年度 R5年

日

度 R5年度 R6年度 R

１

7年度 R8年度 R9年

事

度
指標 ＼ 年度 単位

務

実績値 計画値 実績値 計

事

画値 目標値 目標値 目標

業

値
(1)の ① 箇所 43

の

1 432 437 437

現

437 437 437
活

状

動指標 ② 箇所 148 1

　

52 147 147 14

Ｐ

7 147 147
(2)

Ｌ

の ① 人 61,218 6

Ａ

1,375 61,37

Ｎ

5 61,380 61,

及

938 62,219 6

び

2,500
対象指標 ②

Ｄ

(3)の ① 箇所 643

Ｏ

646 647 647 6

事

47 647 647
成果

務

指標 ②
(4)の結果の

事

① 件 18 15 21 20

業

20 20 20
成果指標

名

②
予算費目 会計 01 

N

一般会計 款 09 項 01

o

目 02

コスト 年度 R4

.

年度 R5年度 R5年度

7

R6年度 R7年度 R8

8

年度 R9年度
実績値 計

消

画値 実績値 計画値 目標

防

値 目標値 目標値
事業費

施

(決算又は予算額)Ａ

設

単位 7,028 59,

整

032 40,219 4

備

2,451 14,56

・

1 15,789 15,

維

789

財
源
内
訳

 国庫

持

支出金 千円 0 0 0 0 0

事

0 0
 県支出金 千円 0

業

0 0 0 0 0 0
 地方債

政

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

策

その他 千円 1,714

こ

4,000 4,000

の

4,000 4,000

事

4,000 4,000

務

 一般財源 千円 5,3

事

14 55,032 36

業

,219 38,451

施

10,561 11,7

策

89 11,789
人件

の

費Ｂ 千円 1,530 4

位

,152.2 4,11

置

0.2 4,722.7

基

4,722.7 4,7

本

22.7 4,722.

事

7
正職員従事時間×人

業

数 時間×人 100× 4

主

185× 6 185× 6

管

214× 6 214× 6

課

214× 6 214× 6

名

正職員以外の人件費 千

課

円 122 245 203

長

203 203 203 2

名

03
その他の費用Ｃ 千

こ

円 202 606 1,0

の

77 1,077 1,0

事

77 1,077 1,0

務

77
トータルコストA

事

+B+C 千円 8,76

業

0 63,790.2 4

の

5,406.2 48,

開

250.7 20,36

始

0.7 21,588.

時

7 21,588.7
単

期

位あたりコスト ① 千円

事

/人 0.1 1 0.7 0

務

.8 0.3 0.3 0.

区

3
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

分

(2)の対象指標）②

法

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

定

1

受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

せ
□ ない

んか？

目的を

業

見直す必要はない。
事

名

業進展等による環境変

N

化 □ ある
に伴い、目的

o

を見直す（目
その理由

.

的の追加・拡充又は絞

7

込）

必要はありません

8

か？ ■ ない

有
効
性

市内

消

を調査し、消火活動に

防

支障がないように水利

施

を設置していく必要が

設

ある。
今以上に事業の

整

成果を向上

させる方法

備

を記入して下さ

い。 内

・

　容
※(3)の成果指

維

標を向上させる

　こと

持

はできますか？

概ね達

事

成している。
目的達成

業

状況 内　容
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事務事業名 No. 78 消防施設整備・維持事業
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